
 

                       独立行政法人日本学生支援機構  

                            平成16年規程第６号  

最近改正 令和７年規程第21号 

                                       

 文書決裁規程を次のように定める。 

 平成16年４月１日 

 

               独立行政法人日本学生支援機構           

                     理事長   北 原 保 雄      

 

   文書決裁規程 

 

 （規程の趣旨） 

第１条 この規程は，独立行政法人日本学生支援機構（以下「機構」という。）が作

成する文書の名義並びに決裁について，合理的かつ効率的な権限及び事務配分を定

めることにより，機構の事務能率の向上を図ることを目的とする。 

 （名義） 

第２条 機構の文書の名義は，理事長，理事又は部等（組織運営規程（独立行政法人

日本学生支援機構平成16年規程第10号）第６条又は第４章の２の規定により設置さ

れる組織をいう。以下同じ。）の長のいずれかの名義とする。 

２ 理事長名義とする文書は，次の各号に掲げる文書とする。 

 (1) 業務方法書の作成又は変更に関する文書 

 (2) 中期計画の作成又は変更に関する文書 

 (3) 規程及び細則の制定改廃に関する文書 

 (4) 前号までに掲げるもののほか，機構の基本方針の決定，変更等に関する文書 

 (5) 機構の基本方針に基づく重要な運用方針の決定，変更等に関する文書 

 (6) 機構の基本方針又は重要な運用方針について，文部科学大臣に対する認可申請，

報告等を行う文書 

 (7) 機構を代表して締結する重要な契約書 

 (8) 重要な人事に関する文書 

 (9) 訴訟に関する文書 

 (10) 前号までに掲げるもののほか，通知，依頼，照会，回答その他機構を代表して

外部に対して行う機構の意思表示に関する文書 

 (11) 労働組合との協定に関する文書 

 (12) その他特に重要な文書 

３ 理事名義とする文書は，重要な文書であって理事長が特に指示した文書とする。 

４ 部等の長（以下「部長等」という。）の名義とする文書は，当該部等において作

成する文書であって，前２項に該当しない文書とする。 

５ 日本語教育センターにおいて作成する文書であって第２項及び第３項に該当しな
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いもののうち，入学許可，成績評価，卒業認定等に関する文書であって日本語教育

センター長が指定するものについては，前項の規定にかかわらず，東京日本語教育

センター長又は大阪日本語教育センター長の名義とする。 

６ 前５項の規定にかかわらず，文書の内容，重要性，宛先その他の事情を勘案して

適当と認められる文書については，機構の名義又は機構の内部組織のうち適当なも

の若しくはその長の名義を用いることができることとする。 

７ 前６項の規定にかかわらず，法令，業務方法書又は規程に別段の定めのある場合

の文書については，当該定めによるものとする。 

 （理事長の決裁事項） 

第３条 次の各号に掲げる事項に関する起案文書については，理事長が決裁を行うも

のとする。 

(1) 業務方法書の制定改廃に関する事項 

(2) 中期計画の制定改廃に関する事項 

(3) 規程及び細則の制定改廃に関する事項 

(4) 前号までに掲げるもののほか，機構の基本方針の決定，変更等に関する事項 

(5) 重要な契約に関する事項 

(6) 重要な人事に関する文書 

(7) 前号までに掲げるもののほか，機構の重要な意思決定，判断等に関する事項 

(8) 機構の特に重要な意思決定，判断等に係る外部への表示及び機構内部への指示

等に関する事項 

２ 前項及び別表に定める理事長の決裁事項については,あらかじめ理事長代理を経

由することを要するものとする。 

３ 第１項に定める理事長の決裁事項のうち，別表中理事長代理の欄に定めるものに

ついて，理事長代理の専決事項とする。 

 （理事の決裁事項等） 

第４条 次の各号に掲げる事項に関する起案文書については，担当理事が決裁又は専

決を行うものとする。 

 (1) 機構の基本方針に基づく運用方針の決定に関する事項 

 (2) 規程，細則に基づく重要な事務処理方法に関する事項 

 (3) 機構の基本方針又は重要な運用方針に係る文部科学大臣に対する報告に関する

事項 

 (4) 外部からの照会，協議，依頼等に対する機構の重要な回答に関する事項 

 (5) 前２号に掲げるもののほか，機構の重要な意思決定，判断等に係る外部への表

示に関する事項 

 (6) 機構の重要な意思決定，判断等に係る機構内部への指示に関する事項 

 （部長等の決裁事項等） 

第５条 次の各号に掲げる事項に関する起案文書については，部長等が決裁又は専決

を行うものとする。 

 (1) 規程に基づく事務処理方法に関する事項 
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 (2) 機構の基本方針に基づく運用方針に係る外部に対する表示に関すること 

 (3) 機構の意思決定，判断等に係る機構内部への指示に関する事項 

 (4) 機構の業務に関する計数又は資料の収集，作成又は整理に関する事項 

 (5) 部等の内部の事務処理に関する重要な事項 

 （その他の決裁事項等） 

第６条 前３条に掲げるもの以外の起案文書については，当該文書の内容，重要性そ

の他の事情に応じ，かつ，合理的，効率的な業務実施を行うために適当な者が専決

を行うものとする。 

２ 前項に基づき専決を行う者については，原則として起案を行う課等（組織運営規

程第８条から第18条第２項までの規定により設置される組織をいう。以下同じ。）

の長とする。 

 （決裁区分表） 

第７条 文書の名義及び決裁又は専決の区分については，第２条から前条までに定め

るところによるほか，別表に定めるとおりとする。 

 （合議） 

第８条 起案文書の内容が他の課等，市谷事務所再整備準備室，検査室及び支部の所

掌事務に関係するときは，文書管理規程（独立行政法人日本学生支援機構平成16年

規程第８号）の定めるところにより，合議を行うものとする。 

 （代決） 

第９条 決裁又は専決を至急に行う必要がある起案文書については，第３条から第７

条までの規定に基づき決裁又は専決を行うべき者が出張，休暇その他の理由により

不在（一時的な離席，外出であるものを除く。）である場合には，次の各号に定め

る者の代決により，当該起案文書に係る決裁又は専決に代えることができる。 

 (1) 理事長の決裁を要する起案文書 理事長代理 

 (2) 理事の決裁又は専決を要する起案文書 起案部長等 

 (3) 部長等の決裁又は専決を要する起案文書 起案部等の副部長，次長，副部長及

び次長が置かれていない起案部等にあっては筆頭課長，支部にあっては副支部長 

２ 代決を行う場合には，起案文書に代決であることを表示するとともに，事後すみ

やかに，決裁又は専決を行うべき者に報告するものとする。 

 （監事への回付） 

第10条 起案文書のうち，監事監査要綱（独立行政法人日本学生支援機構平成16年規

程第11号）第17条第１項各号に掲げる文書に該当するものについては，決裁又は専

決の後，監事へ回付するものとする。 

 （補則） 

第11条 この規程による文書の名義又は決裁等の区分の解釈又は適用に疑義がある場

合については，総務部長が決定するところによる。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この規程は，平成16年４月１日から施行する。 
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 （経過措置） 

２ 当分の間，総務部長が認める場合は，第２条から第７条の規定により定まる文書

名義又は決裁若しくは専決の区分と異なる文書名義又は決裁若しくは専決の区分に

よることができるものとする。 

   附 則（独立行政法人日本学生支援機構平成17年規程第10号） 抄 

１ この規程は，平成17年４月１日から施行する。 

   附 則（独立行政法人日本学生支援機構平成17年規程第27号） 抄 

 （施行期日） 

１ この規程は，平成18年１月１日から施行する。ただし，第２条並びに附則第２項，

第４項，第６項，第８項，第９項，第11項，第14項及び第15項の規定は，平成18年

４月１日から施行する。 

附 則（独立行政法人日本学生支援機構平成18年規程第10号） 抄 

（施行期日） 

１ この規程は，平成18年４月１日から施行する。 

   附 則（独立行政法人日本学生支援機構平成18年規程第17号） 抄 

 （施行期日） 

１ この規程は，平成18年10月１日から施行する。 

   附 則（独立行政法人日本学生支援機構平成19年規程第10号） 抄 

 （施行期日） 

１ この規程は，平成19年４月１日から施行する。 

   附 則（独立行政法人日本学生支援機構平成20年規程第20号） 

（施行期日） 

 この規程は，平成20年11月１日から施行する。 

附 則（独立行政法人日本学生支援機構平成20年規程第25号） 抄 

（施行期日） 

１ この規程は，平成 20 年 11 月 19 日から施行し，平成 20 年４月１日から適用す

る。 

附 則（独立行政法人日本学生支援機構平成20年規程第26号） 抄 

（施行期日） 

１ この規程は，平成20年12月１日から施行する。 

附 則（独立行政法人日本学生支援機構平成20年規程第27号） 

（施行期日） 

 この規程は，平成20年12月８日から施行する。 

附 則（独立行政法人日本学生支援機構平成21年規程第17号） 

 この規程は，平成21年４月１日から施行する。 

附 則（独立行政法人日本学生支援機構平成21年規程第41号） 

 この規程は，平成21年10月１日から施行する。 

附 則（独立行政法人日本学生支援機構平成22年規程第10号） 抄 

 （施行期日） 
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１ この規程は，平成22年４月１日から施行する。 

附 則（独立行政法人日本学生支援機構平成22年規程第27号） 抄 

 （施行期日） 

１ この規程は，平成22年８月１日から施行する。 

   附 則（独立行政法人日本学生支援機構平成23年規程第１号） 抄 

 （施行期日） 

１ この規程は，平成23年４月１日から施行する。 

   附 則（独立行政法人日本学生支援機構平成23年規程第２号） 抄 

 （施行期日） 

１ この規程は，平成23年４月１日から施行する。 

   附 則（独立行政法人日本学生支援機構平成24年規程第５号） 抄 

 （施行期日） 

１ この規程は，平成24年４月１日から施行する。 

   附 則（独立行政法人日本学生支援機構平成24年規程第８号） 

 （施行期日） 

 この規程は，平成24年４月１日から施行する。 

   附 則（独立行政法人日本学生支援機構平成25年規程第８号） 抄 

 （施行期日） 

１ この規程は，平成25年４月１日から施行する。 

     附 則（独立行政法人日本学生支援機構平成25年規程第22号）  

 この規程は，平成25年12月１日から施行する。 

附 則（独立行政法人日本学生支援機構平成26年規程第２号）  

 この規程は，平成26年４月１日から施行する。 

附 則（独立行政法人日本学生支援機構平成26年規程第13号） 抄 

 （施行期日） 

１ この規程は，平成26年４月１日から施行する。 

附 則（独立行政法人日本学生支援機構平成26年規程第26号） 抄 

 （施行期日） 

１ この規程は，平成26年11月４日から施行する。 

附 則（独立行政法人日本学生支援機構平成27年規程第21号） 抄 

 （施行期日） 

１ この規程は，平成27年４月１日から施行する。 

    附 則（独立行政法人日本学生支援機構平成27年規程第35号） 

 この規程は，平成27年10月30日から施行する。 

   附 則（独立行政法人日本学生支援機構平成28年規程第18号） 抄 

 （施行期日） 

１ この規程は，平成28年４月１日から施行する。 

   附 則（独立行政法人日本学生支援機構平成28年規程第21号） 抄 

 （施行期日） 
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１ この規程は，平成28年７月１日から施行する。 

   附 則（独立行政法人日本学生支援機構平成29規程第10号） 

 この規程は，平成29年４月１日から施行し，改正後の文書決裁規程の規定は，平成

29年４月１日以降に起案する文書から適用する。 

   附 則（独立行政法人日本学生支援機構平成29規程第12号） 抄 

 （施行期日） 

１ この規程は，平成29年４月１日から施行する。 

附 則（独立行政法人日本学生支援機構平成30年規程第18号） 

 この規程中第１条，第３条及び第４条の規定は平成30年４月１日から，第２条，第

５条及び第６条の規定は平成30年４月２日から施行する。 

   附 則（独立行政法人日本学生支援機構平成30年規程第28号） 

 この規程は，平成30年10月１日から施行する。 

   附 則（独立行政法人日本学生支援機構平成31年規程第14号） 

 この規程は，平成31年４月１日から施行する。 

   附 則（独立行政法人日本学生支援機構令和元年規程第４号） 

 この規程は，令和元年８月１日から施行する。 

附 則（独立行政法人日本学生支援機構令和２年規程第12号） 抄 

（施行期日） 

１ この規程は，令和２年４月１日から施行する。 

   附 則（独立行政法人日本学生支援機構令和２年規程第21号） 

 この規程は，令和２年８月１日から施行する。 

   附 則（独立行政法人日本学生支援機構令和３年規程第５号） 

 この規程は，令和３年４月１日から施行する。 

附 則（独立行政法人日本学生支援機構令和４年規程第27号） 

 この規程は，令和４年11月28日から施行する。 

附 則（独立行政法人日本学生支援機構令和５年規程第13号） 

 この規程は，令和５年４月３日から施行し，令和５年４月１日から適用する。 

附 則（独立行政法人日本学生支援機構令和５年規程第14号） 

この規程は，令和５年４月17日から施行し，令和５年４月１日から適用する。 

附 則（独立行政法人日本学生支援機構令和６年規程第11号） 

この規程は，令和６年４月１日から施行する。 

附 則（独立行政法人日本学生支援機構令和７年規程第21号） 

この規程は，令和７年４月１日から施行する。 
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別表

番号 事　項

理事長
理事長
代理

理事 部長等 課長等

1
機構の中期計画及び年度計画に掲げられた部等の業務に係る事項の実
施に係る執行管理に関することで重要なもの

○

2
機構の中期計画及び年度計画に掲げられた部等の業務に係る事項の実
施に係る執行管理に関すること。

○

3 部等の業務に係る計画事項等の調査研究に関することで重要なもの ○

4 部等の業務に係る計画事項等の調査研究に関すること。 ○

5 部等の業務に係るリスク管理の総括に関することで重要なもの ○

6 部等の業務に係るリスク管理の総括に関すること。 ○

番号 事　項

理事長
理事長
代理

理事 部長等 課長等

1 課等の所掌する規程，細則の制定及び改廃に関すること。 ○

2 課等の所掌するマニュアル等の作成に関することで重要なもの ○

3 課等の所掌するマニュアル等の作成に関すること。 ○

4 課等の所掌する業務委託に関することで重要なもの ○

5 課等の所掌する業務委託に関すること。 ○

総合計画課の所掌事務の決裁区分

番号 事　項

理事長
理事長
代理

理事 部長等 課長等

1
機構の運営及び業務の実施に関する基本方針その他の重要事項の企画
立案に関することで重要なもの

○

2
機構の運営及び業務の実施に関する基本方針その他の重要事項の企画
立案に関すること。

○

3 中期計画及び年度計画の策定に関することで重要なもの ○

4 中期計画及び年度計画の策定に関すること。 ○

5 中期計画及び年度計画の進捗管理に関すること。 ○

6 中期計画及び年度計画の実施に係る総合調整に関すること。 ○

7 機構の内部統制及びリスク管理の総括に関することで重要なもの ○

8 機構の内部統制及びリスク管理の総括に関すること。 ○

9
機構の運営及び業務の実施に関する評価分析に関することで重要なも
の

○

10 機構の運営及び業務の実施に関する評価分析に関すること。 ○

決裁又は専決

決裁又は専決

課等，市谷事務所再整備準備室及び検査室に共通する所掌事務の決裁区分

決裁又は専決

総合計画課，総務課，主計課，市谷事務所再整備準備室，情報管理課，奨学事業総務課，基盤業務課，
貸与・給付総務課，返還総務課，グローバル人材育成企画課，留学生事業計画課，学生支援企画課，東
京日本語教育センター，検査室に共通する所掌事務の決裁区分

7



11 業務方法書の制定及び改廃に関すること。 ○

12 業務方法書、規程及び細則の制定及び改廃の総合調整に関すること。 ○

13
登記その他の法令等に基づく手続（他の部等の所掌事務に関する手続
の処理を除く。）に関することで重要なもの

○

14
登記その他の法令等に基づく手続（他の部等の所掌事務に関する手続
の処理を除く。）に関すること。

○

15 運営評議会に関することで重要なもの ○

16 運営評議会に関すること。 ○

17 機構における調査分析の総括に関することで重要なもの ○

18 機構における調査分析の総括に関すること。 ○

19 個人情報保護の総括に関することで重要なもの ○

20 個人情報保護の総括に関すること。 ○

広報課の所掌事務の決裁区分

番号 事　項

理事長
理事長
代理

理事 部長等 課長等

1 広報及び広聴に関する基本方針の決定に関すること。 ○

2 広報及び広聴に関することで重要なもの ○

3 広報及び広聴に関すること。 ○

4 ホームページの管理・運営に関することで重要なもの ○

5 ホームページの管理・運営に関すること。 ○

6
寄附金の募集及び寄附金を活用した事業に関する基本方針の決定に関
すること。

○

7
寄附金の募集及び寄附金を活用した事業の実施に関することで重要な
もの

○

8 寄附金の募集及び寄附金を活用した事業の実施に関すること。 ○

9
保有個人情報の開示，訂正及び利用停止請求並びに個人情報の取扱い
に関する苦情相談に関することで重要なもの

○

10
保有個人情報の開示，訂正及び利用停止請求並びに個人情報の取扱い
に関する苦情相談に関すること。

○

11 情報公開に関することで重要なもの ○

12 情報公開に関すること。 ○

決裁又は専決
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総務課の所掌事務の決裁区分

番号 事　項

理事長
理事長
代理

理事 部長等 課長等

1 式典，その他重要な諸行事に関すること。 ○ 　 　

2 機構名の後援名義に関することで重要なもの ○

3 機構名の後援名義に関すること。 ○

4 役員の秘書に関すること。 　 ○

5 消防訓練(消火，避難)の実施に関すること。 　 　 ○ 　

6
事務所の管理（施設整備推進室の所掌に属するものを除く。）に関す
ることで重要なもの

○

7
事務所の管理（施設整備推進室の所掌に属するものを除く。）に関す
ること。

　 　 ○

8 公印の制定に関すること。 　 　 ○ 　

9 公印の管理に関すること。 ○

10 文書類の受付及び発送に関すること。 ○

11
法人文書の管理（情報管理課の所掌事務に属するものを除く。）に関
することで重要なもの

○ 　

12
法人文書の管理（情報管理課の所掌事務に属するものを除く。）に関
すること。

○

13 非常事態への対応に関することで重要なもの ○

14 非常事態への対応に関すること。 ○

15
審査請求（行政不服審査法（平成26年法律第68号）に基づく審査請求
をいう。以下同じ。）（政策企画部及び貸与・給付部の所掌に属する
ものを除く。）に関することで重要なもの

〇

16
審査請求（政策企画部及び貸与・給付部の所掌に属するものを除
く。）に関すること。

〇

17
他の部等及び部の他の課の所掌に属さない事務に関することで重要な
もの

○

18 他の部等及び部の他の課の所掌に属さない事務に関すること。 ○

人事課の所掌事務の決裁区分

番号 事　項

理事長
理事長
代理

理事 部長等 課長等

1 理事の任免及び役員の報酬等に関すること。 ○ 　 　 　

2 各種委員会の委員の選定に関すること。 ○ 　 　 　

3 各種委員会の委員発令の処理に関すること。 ○

4
職員の任免，給与，研修，服務，分限，懲戒その他の人事に関するこ
とで重要なもの

○

5
職員の任免，給与，研修，服務，分限，懲戒その他の人事に関するこ
と。

○

6 人事記録に関すること。 　 　 　 ○

7 人事管理制度の調査及び研究に関すること。 　 　 ○ 　

8 職員研修の実施及び派遣研修に関することで重要なもの ○

決裁又は専決

決裁又は専決
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9 職員研修の実施及び派遣研修に関すること。 　 ○

10 表彰対象者の認定及び表彰実施に関すること。 　 　 ○ 　

11 所得税及び住民税の徴収，納付に関すること。 　 　 　 ○

12 住居届，通勤届及び扶養親族届等の審査認定に関すること。 　 　 　 ○

13 職員の身分等の証明に関すること。 　 　 　 ○

14 職員の服務上の願，届の処理に関すること。 　 　 　 ○

15 職員の労働者災害補償保険に関すること。 　 　 ○ 　

16 労働組合に関することで重要なもの ○

17 労働組合に関すること。 ○

18 非常勤職員に関することで重要なもの ○

19 非常勤職員に関すること。 ○

20 福利厚生及び安全衛生に関することで重要なもの ○

21 福利厚生及び安全衛生に関すること。 ○

22 社会保険に関することで重要なもの ○

23 社会保険に関すること。 ○

24 借上宿舎に関することで重要なもの ○

25 借上宿舎に関すること。 ○

26 公益通報の総括に関すること。 ○

主計課の所掌事務の決裁区分

番号 事　項

理事長
理事長
代理

理事 部長等 課長等

1 予算及び決算に関することで重要なもの ○

2 予算及び決算に関すること。 ○

3 予算の実行計画の作成及び配分に関することで重要なもの ○

4 予算の実行計画の作成及び配分に関すること。 ○

5
運営費交付金，借入金（資金管理課の所掌に属するものを除く。），
育英資金返還免除等補助金及び学資支給基金に係る補助金に関するこ
とで重要なもの

○

6
運営費交付金，借入金（資金管理課の所掌に属するものを除く。），
育英資金返還免除等補助金及び学資支給基金に係る補助金に関するこ
と。

○

7
政府交付金及び独立行政法人日本学生支援機構法施行令（平成16年政
令第２号）附則第11条の２に基づく資金の支給業務に関することで重
要なもの

○

8
政府交付金及び独立行政法人日本学生支援機構法施行令（平成16年政
令第２号）附則第11条の２に基づく資金の支給業務に関すること。

○

9 会計検査院の計算証明の指定に関すること。 ○

10 会計事務の総合調整に関することで重要なもの ○

11 会計事務の総合調整に関すること。 ○

決裁又は専決

10



経理課の所掌事務の決裁区分

番号 事　項

理事長
理事長
代理

理事 部長等 課長等

1 恩賜基金に関すること。 ○ 　 　 　

2 取引及び経理に関することで重要なもの ○

3 取引及び経理に関すること。 ○

4 資産（奨学金に係る債権を除く。）の管理に関することで重要なもの ○

5 資産（奨学金に係る債権を除く。）の管理に関すること。 ○

6
売買，賃貸借，請負その他の契約（資金管理課の所掌に属するもの及
び施設整備に関するものは除く。）の価格及び相手方の決定並びにそ
の履行の監督，検査に関すること。

(1)　主務官庁が定める重要な財産に係る取引に関するもの ○

(2) 重要な財産に係る取引以外のもので，政府調達手続による取引
に関するもの

○

(3) 重要な財産に係る取引以外のもので，予定価格（賃貸借の場合
は賃貸借料の年額又は総額。以下この項において同じ。）が500万円
以上で政府調達手続によらない取引に関するもの

○

(4) 重要な財産に係る取引以外のもので，予定価格が500万円未満の
取引に関するもの

○

7 調達関係事業者との連絡調整に関すること。 ○

8 現金及び有価証券等の出納保管に関すること。 ○

9 余裕金の運用に関すること。

(1)　運用期間が1年以上のもの ○

(2)　運用期間が1年未満のもの ○

10 奨学金の振込及び返還金の受付に関すること。 ○

11 金融機関との連絡調整に関することで重要なもの ○

12 金融機関との連絡調整に関すること。 ○

13 固定資産の管理事務に関することで重要なもの 　 　 ○ 　

14 固定資産の管理事務に関すること。 　 　 ○

15 機関保証制度利用者から代理徴収した保証料の受払いに関すること。 ○

16 事業実施により発生する収入等の受付処理に関すること。 ○

17 施設整備に係る企画及び立案に関することで重要なもの ○

18 施設整備に係る企画及び立案に関すること。 ○

19 施設整備に係る工事の設計及び積算に関すること。

(1)　政府調達手続による工事に関するもの ○

(2)　予定価格が1,000万円以上の工事に関するもの ○

(3)　予定価格が1,000万円未満の工事に関するもの ○

決裁又は専決
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20 施設整備に係る工事の契約に関すること。

(1)　政府調達手続による工事に関するもの ○

(2)　予定価格が1,000万円以上の工事に関するもの ○

(3)　予定価格が1,000万円未満の工事に関するもの ○

21 施設整備に係る工事の施工監理及び検査に関すること。 ○

22 施設等の維持及び保全の指導・助言等に関することで重要なもの ○

23 施設等の維持及び保全の指導・助言等に関すること。 ○

24
市谷事務所の庁舎営繕及び設備点検等庁舎管理に関することで重要な
もの

○

25 市谷事務所の庁舎営繕及び設備点検等庁舎管理に関すること。 ○

26 その他施設整備に関することで重要なもの ○

27 その他施設整備に関すること。 ○

資金管理課の所掌事務の決裁区分

番号 事　項

理事長
理事長
代理

理事 部長等 課長等

1 予算及び財政投融資計画に関すること。 ○

2 資金調達に係る認可に関すること。 ○

3 資金調達に係る業者の選定に関すること。 ○

4 業者の選定（資金調達に係るものを除く）に関すること。 ○

5 資金調達に係る業者との契約に関すること。 ○

6 資金調達の実行に関すること。 ○

7
日本学生支援債券発行に係る格付申込書の提出及び主幹事会社からの
引受に係る質問事項に対する回答に関すること。

○

8 政府補給金の交付に関すること。 ○

9 資金計画の登録に関すること。 ○

10 説明会の開催に関すること。 ○

11 財政融資資金本省資金融通先等実地監査に関することで重要なもの ○

12 財政融資資金本省資金融通先等実地監査に関すること。 ○

13 上記以外で通知，周知，依頼などに関すること。 ○

市谷事務所再整備準備室の所掌事務の決裁区分

番号 事　項

理事長
理事長
代理

理事 部長等 課長等

1
新たな事務所整備に係る要件整理（オフィスコンセプト等の策定）及
び設計（ゾーニング，プランニング，インテリアデザイン等の企画及
び立案）に関することで重要なもの

○

2
新たな事務所整備に係る要件整理（オフィスコンセプト等の策定）及
び設計（ゾーニング，プランニング，インテリアデザイン等の企画及
び立案）に関すること。

○

3 新たな事務所整備に係る積算に関することで重要なもの ○

4 新たな事務所整備に係る積算に関すること。 ○

5
新たな事務所整備に係る工事及び引越等の管理（契約，施工・進捗監
理及び検査）に関することで重要なもの

○

6
新たな事務所整備に係る工事及び引越等の管理（契約，施工・進捗監
理及び検査）に関すること。

○

7
新たな事務所整備に係る関係機関との連絡調整等に関することで重要
なもの

○

8 新たな事務所整備に係る関係機関との連絡調整等に関すること。 ○

決裁又は専決

決裁又は専決
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情報管理課の所掌事務の決裁区分

番号 事　項

理事長
理事長
代理

理事 部長等 課長等

1 情報処理に関する基本方針及び実施計画に関することで重要なもの ○

2 情報処理に関する基本方針及び実施計画に関すること。 ○

3 情報システム機器の運用に関することで重要なもの ○

4 情報システム機器の運用に関すること。 ○

5 情報システム機器の保守に関することで重要なもの ○

6 情報システム機器の保守に関すること。 ○

7 情報システムの運用及び資産管理に関することで重要なもの ○

8 情報システムの運用及び資産管理に関すること。 ○

9
情報セキュリティポリシー及び情報セキュリティ対策推進計画の制定
に関すること。

○

10
情報セキュリティー対策の情報収集，企画立案及び導入並びにポリ
シーの整備・運用に関することで重要なもの

○

11
情報セキュリティー対策の情報収集，企画立案及び導入並びにポリ
シーの整備・運用に関すること。

○

12 データの受渡し及びデータの入力方法等に関すること。 ○

13 情報システム作成帳票の移送に関すること。 ○

14 情報システム処理に係る帳票等の調製に関すること。 ○

15 情報システム機器の操作及び保守に関すること。 ○

16 情報システム機器の作業工程管理に関すること。 ○

17 情報システム計算諸表の作成に関すること。 ○

18 情報システム処理データの管理に関すること。 ○

19 プログラムの管理に関すること。 ○

20 情報システム処理に係る連絡調整に関すること。 ○

決裁又は専決
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システム企画課の所掌事務の決裁区分

番号 事　項

理事長
理事長
代理

理事 部長等 課長等

1 情報システム開発の情報収集及び企画立案に関することで重要なもの ○

2 情報システム開発の情報収集及び企画立案に関すること。 ○

3 情報システム開発の調達に関することで重要なもの ○

4 情報システム開発の調達に関すること。 ○

5 情報システム開発の管理に関することで重要なもの ○

6 情報システム開発の管理に関すること。 ○

7
情報システムの保守（情報管理課の所掌に属するものを除く。）に関
することで重要なもの

○

8
情報システムの保守（情報管理課の所掌に属するものを除く。）に関
すること。

○

9 情報システム開発に係る設計に関することで重要なもの ○

10 情報システム開発に係る設計に関すること。 ○

11 情報システム機器処理に係るコードの設定に関すること。 ○

12 情報システム機器処理に係る帳票の設計に関すること。 ○

品質管理室の所掌事務の決裁区分

番号 事　項

理事長
理事長
代理

理事 部長等 課長等

1
情報システムの開発，運用及び保守に係る品質管理に関することで重
要なもの

○

2 情報システムの開発，運用及び保守に係る品質管理に関すること。 ○

決裁又は専決

決裁又は専決
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奨学事業総務課の所掌事務の決裁区分

番号 事　項

理事長
理事長
代理

理事 部長等 課長等

1 奨学金事業の総括に関すること。 ○

2 奨学金事業に係る情報提供に関することで重要なもの ○

3 奨学金事業に係る情報提供に関すること。 ○

4 奨学金事業に係る業務実施方法の改善に関することで重要なもの ○

5 奨学金事業に係る業務実施方法の改善に関すること。 ○

6 奨学金事業に係る業務の進捗状況の管理に関することで重要なもの ○

7 奨学金事業に係る業務の進捗状況の管理に関すること。 ○

8 スカラシップ・アドバイザーの派遣に関することで重要なもの ○

9 スカラシップ・アドバイザーの派遣に関すること。 ○

10
奨学金事業に係る大学等関係機関との連絡及び調整（貸与・給付部の
所掌に属するものを除く。11において同じ。）に関することで重要な
もの

○

11 奨学金事業に係る大学等関係機関との連絡及び調整に関すること。 ○

奨学事業戦略課の所掌事務の決裁区分

番号 事　項

理事長
理事長
代理

理事 部長等 課長等

1 奨学金事業の戦略の企画立案に関すること。 ○

2 奨学金事業に係る将来計画の策定に関することで重要なもの ○

3 奨学金事業に係る将来計画の策定に関すること。 ○

4 奨学金事業に係る予算案の調整に関することで重要なもの ○

5 奨学金事業に係る予算案の調整に関すること。 ○

6 奨学金事業に係る重要事項の企画立案に関することで重要なもの ○

7 奨学金事業に係る重要事項の企画立案に関すること。 ○

8
奨学金の貸与及び給付並びに回収に係る現行制度に基づく将来推計並
びに計数管理に関することで重要なもの

○

9
奨学金の貸与及び給付並びに回収に係る現行制度に基づく将来推計並
びに計数管理に関すること。

○

10 奨学生採用実施計画の策定に関することで重要なもの ○

11 奨学生採用実施計画の策定に関すること。 ○

12 奨学金に係る債権の自己査定に関することで重要なもの ○

13 奨学金に係る債権の自己査定に関すること。 ○

決裁又は専決

決裁又は専決
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基盤業務課の所掌事務の決裁区分

番号 事　項

理事長
理事長
代理

理事 部長等 課長等

1 奨学生の返還誓約書等の管理に関することで重要なもの ○

2 奨学生の返還誓約書等の管理に関すること。 ○

3
奨学生等及び返還者等に係る個人番号関係書類の収集，利用及び管理
（返還部の所掌に属するものを除く。4において同じ。）に関するこ
とで重要なもの

○

4
奨学生等及び返還者等に係る個人番号関係書類の収集，利用及び管理
に関すること。

○

5
住所並びに連帯保証人及び保証人等返還者の基本情報に係る管理及び
調査に関することで重要なもの

○

6
住所並びに連帯保証人及び保証人等返還者の基本情報に係る管理及び
調査に関すること。

○

7
口座振替による返還及び返還の完了に係る事務に関することで重要な
もの

○

8 口座振替による返還及び返還の完了に係る事務に関すること。 ○

9
奨学金の返還期限猶予（在学を証する所定の書類等によるものに限
る。10において同じ。）の処理に関することで重要なもの

○

10 奨学金の返還期限猶予の処理に関すること。 ○

11 奨学金の繰上返還に関する事務の処理に関することで重要なもの ○

12 奨学金の繰上返還に関する事務の処理に関すること。 ○

相談課の所掌事務の決裁区分

番号 事　項

理事長
理事長
代理

理事 部長等 課長等

1
奨学金に係る相談への対応（返還部及び支部の所掌に属するものを除
く。2において同じ。）に関することで重要なもの

○

2 奨学金に係る相談への対応に関すること。 ○

決裁又は専決

決裁又は専決
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貸与・給付総務課の所掌事務の決裁区分

番号 事　項

理事長
理事長
代理

理事 部長等 課長等

1 この部の所掌する業務の総括に関すること。 ○

2
奨学生の採用及び異動等並びに奨学金の返還免除（在学中の特に優れ
た業績によるものに限る。3，6及び7において同じ。）に係る企画立
案に関することで重要なもの

○

3
奨学生の採用及び異動等並びに奨学金の返還免除に係る企画立案に関
すること。

○

4
大学等に対して行う奨学生への返還指導の依頼に関することで重要な
もの

○

5 大学等に対して行う奨学生への返還指導の依頼に関すること。 ○

6
奨学金の返還免除及び当該返還免除に申請中であることを事由とする
返還期限猶予に関することで重要なもの

○

7
奨学金の返還免除及び当該返還免除に申請中であることを事由とする
返還期限猶予に関すること。

○

8
奨学生の機関保証制度に係る保証料の代理徴収等に関することで重要
なもの

○

9 奨学生の機関保証制度に係る保証料の代理徴収等に関すること。 ○

10 学校情報の収集，登録及び管理に関することで重要なもの ○

11 学校情報の収集，登録及び管理に関すること。 ○

12
奨学生の推薦依頼，課の所掌する業務に係る学校に対する連絡及び指
導並びに部の所掌する業務に係る学校に対する連絡並びに指導の総括
に関することで重要なもの

○

13
奨学生の推薦依頼，課の所掌する業務に係る学校に対する連絡及び指
導並びに部の所掌する業務に係る学校に対する連絡並びに指導の総括
に関すること。

○

採用課の所掌事務の決裁区分

番号 事　項

理事長
理事長
代理

理事 部長等 課長等

1
奨学生の採用（特別採用課の所掌に属するものを除く。2において同
じ。）に関することで重要なもの

○

2 奨学生の採用に関すること。 ○

3
進学予定者（特別採用課の所掌に属するものを除く。4において同
じ。）に係る採用候補者の決定に関することで重要なもの

○

4 進学予定者に係る採用候補者の決定に関すること。 ○

5
審査請求（処分庁としての業務のうち課の所掌する業務に関するもの
に限る。6において同じ。）に関することで重要なもの

○

6 審査請求に関すること。 ○

7
課の所掌する業務に係る学校に対する連絡及び指導に関することで重
要なもの

○

8 課の所掌する業務に係る学校に対する連絡及び指導に関すること。 ○

9
この課の所掌する事務により不当利得となった支給済給付奨学金に係
る支給期間中の返金指導に関することで重要なもの

○

10
この課の所掌する事務により不当利得となった支給済給付奨学金に係
る支給期間中の返金指導に関すること。

○

決裁又は専決

決裁又は専決
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特別採用課の所掌事務の決裁区分

番号 事　項

理事長
理事長
代理

理事 部長等 課長等

1 家計急変事由による奨学生の採用に関することで重要なもの ○

2 家計急変事由による奨学生の採用に関すること。 ○

3

家計急変事由による給付奨学金の支給額の見直し（支給額算定基準額
の算定にあたって，独立行政法人日本学生支援機構に関する省令（平
成16年文部科学省令第23号）第40条第２項の適用を受けるものに限
る。4において同じ。）に関することで重要なもの

○

4 家計急変事由による給付奨学金の支給額の見直しに関すること。 ○

5
外国の大学及び大学院に在学する奨学生の採用に関することで重要な
もの

○

6 外国の大学及び大学院に在学する奨学生の採用に関すること。 ○

7
外国の大学及び大学院への進学予定者に係る採用候補者の決定に関す
ることで重要なもの

○

8
外国の大学及び大学院への進学予定者に係る採用候補者の決定に関す
ること。

○

9
外国の大学及び大学院に在学する奨学生の異動及び補導に関すること
で重要なもの

○

10
外国の大学及び大学院に在学する奨学生の異動及び補導に関するこ
と。

○

11
審査請求（処分庁としての業務のうち課の所掌する業務に関するもの
に限る。12において同じ。）に関することで重要なもの

○

12 審査請求に関すること。 ○

13
課の所掌する業務に係る学校に対する連絡及び指導に関することで重
要なもの

○

14 課の所掌する業務に係る学校に対する連絡及び指導に関すること。 ○

15
この課の所掌する事務により不当利得となった支給済給付奨学金に係
る支給期間中の返金指導に関することで重要なもの

○

16
この課の所掌する事務により不当利得となった支給済給付奨学金に係
る支給期間中の返金指導に関すること。

○

奨学指導課の所掌事務の決裁区分

番号 事　項

理事長
理事長
代理

理事 部長等 課長等

1
奨学生の異動及び補導（特別採用課の所掌に属するものを除く。2に
おいて同じ。）に関することで重要なもの

○

2 奨学生の異動及び補導に関すること。 ○

3
奨学生の返還誓約書等（返還促進課の所掌に属するものを除く。4に
おいて同じ。）の徴取及び審査に関することで重要なもの

○

4 奨学生の返還誓約書等の徴取及び審査に関すること。 ○

5
独立行政法人日本学生支援機構法（平成15年法律第94号。以下「機構
法」という。）第17条の４第１項の規定に基づく徴収額の決定及び通
知に関することで重要なもの

○

6
機構法第17条の４第１項の規定に基づく徴収額の決定及び通知に関す
ること。

○

7
審査請求（処分庁としての業務のうち課の所掌する業務に関するもの
に限る。8において同じ。）に関することで重要なもの

○

8 審査請求に関すること。 ○

9
課の所掌する業務に係る学校に対する連絡及び指導に関することで重
要なもの

○

10 課の所掌する業務に係る学校に対する連絡及び指導に関すること。 ○

11
この課の所掌する事務により不当利得となった支給済給付奨学金に係
る支給期間中の返金指導に関することで重要なもの

○

12
この課の所掌する事務により不当利得となった支給済給付奨学金に係
る支給期間中の返金指導に関すること。

○

決裁又は専決

決裁又は専決
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返還総務課の所掌事務の決裁区分

番号 事　項

理事長
理事長
代理

理事 部長等 課長等

1 この部の所掌する業務の総括に関すること。 ○

2
返還金回収業務及び返還免除（在学中の特に優れた業績によるものを
除く。3において同じ。）に係る企画立案に関することで重要なもの

○

3 返還金回収業務及び返還免除に係る企画立案に関すること。 ○

4 奨学金に係る法的処理の実施計画の策定に関することで重要なもの ○

5 奨学金に係る法的処理の実施計画の策定に関すること。 ○

6 奨学金に係る償却予定債権の選定に関すること。 ○

7
死亡又は精神若しくは身体の障害による奨学金の返還免除に関するこ
とで重要なもの

○

8
死亡又は精神若しくは身体の障害による奨学金の返還免除に関するこ
と。

○

9 教育又は研究の職に係る奨学金の返還免除に関することで重要なもの ○

10 教育又は研究の職に係る奨学金の返還免除に関すること。 ○

返還促進課の所掌事務の決裁区分

番号 事　項

理事長
理事長
代理

理事 部長等 課長等

1

奨学金の返還請求等（不当利得となった支給済給付奨学金の返金請求
等を含む。ただし，奨学事業支援部，法務課，機関保証業務課及び支
部の所掌に属するものを除く。2において同じ。）に関することで重
要なもの

○

2 奨学金の返還請求等に関すること。 ○

3
奨学金の返還に係る相談（返還金回収業務委託の対象者に関するもの
に限る。4において同じ。）への対応に関することで重要なもの

○

4 奨学金の返還に係る相談への対応に関すること。 ○

5
返還方法の変更（奨学事業支援部，減額・猶予課,法務課，機関保証
業務課及び支部の所掌に属するものを除く。6において同じ。）に関
することで重要なもの

○

6 返還方法の変更に関すること。 ○

7
個人信用情報機関への個人信用情報の登録に関することで特に重要な
もの

○

8 個人信用情報機関への個人信用情報の登録に関することで重要なもの ○

9 個人信用情報機関への個人信用情報の登録に関すること。 ○

10
返還誓約書（給付奨学金に関するものに限る。11において同じ。）の
徴取及び審査に関することで重要なもの

○

11 返還誓約書の徴取及び審査に関すること。 ○

決裁又は専決

決裁又は専決
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減額・猶予課の所掌事務の決裁区分

番号 事　項

理事長
理事長
代理

理事 部長等 課長等

1
奨学金の減額返還及び返還期限猶予（奨学事業支援部及び貸与・給付
部の所掌に属するものを除く。2から4までにおいて同じ。）に関する
ことで重要なもの

○

2 奨学金の減額返還及び返還期限猶予に関すること。 ○

3
奨学金の減額返還及び返還期限猶予に係る手続に必要となる個人番号
関係書類の収集，利用及び管理（個人番号関係書類の保管を除く。4
において同じ。）に関することで重要なもの

○

4
奨学金の減額返還及び返還期限猶予に係る手続に必要となる個人番号
関係書類の収集，利用及び管理に関すること。

○

法務課の所掌事務の決裁区分

番号 事　項

理事長
理事長
代理

理事 部長等 課長等

1
奨学金に係る法的処理の実施（支部の所掌に属するものを除く。2に
おいて同じ。）及び進捗管理に関することで重要なもの

○

2 奨学金に係る法的処理の実施及び進捗管理に関すること。 ○

3 支部が実施する法的処理の監督に関すること。 ○

4 支部との連絡調整に関することで重要なもの ○

5 支部との連絡調整に関すること。 ○

6 債務整理に関することで重要なもの ○

7 債務整理に関すること。 ○

8
奨学金に係る回収不能債権の償却（返還総務課及び支部の所掌に属す
るものを除く。9において同じ。）に関することで重要なもの

○

9 奨学金に係る回収不能債権の償却に関すること。 ○

10
機構法第17条の４第１項の規定に基づく徴収（貸与・給付部の所掌に
属するものを除く。11において同じ。）に関することで重要なもの

○

11 機構法第17条の４第１項の規定に基づく徴収に関すること。 ○

機関保証業務課の所掌事務の決裁区分

番号 事　項

理事長
理事長
代理

理事 部長等 課長等

1 機関保証制度の運用に関することで特に重要なもの ○

2 機関保証制度の運用に関することで重要なもの ○

3 機関保証制度の運用に関すること。 ○

4 代位弁済請求に関する要件具備に関することで重要なもの ○

5 代位弁済請求に関する要件具備に関すること。 ○

決裁又は専決

決裁又は専決

決裁又は専決
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グローバル人材育成企画課の所掌事務の決裁区分

番号 事　項

理事長
理事長
代理

理事 部長等 課長等

1
部の所掌する事業の統括に関する企画立案及び調整に関することで重
要なもの

○

2 部の所掌する事業の統括に関する企画立案及び調整に関すること。 ○

3 官民協働海外留学支援制度の運営に関することで重要なもの ○

4 官民協働海外留学支援制度の運営に関すること。 ○

5
官民協働海外留学支援制度に係る広報並びに学生の募集及び選考に関
することで重要なもの

○

6
官民協働海外留学支援制度に係る広報並びに学生の募集及び選考に関
すること。

○

7
官民協働海外留学支援制度に係る事前及び事後の研修に関することで
重要なもの

○

8 官民協働海外留学支援制度に係る事前及び事後の研修に関すること。 ○

民間資金課の所掌事務の決裁区分

番号 事　項

理事長
理事長
代理

理事 部長等 課長等

1 官民協働海外留学支援制度に係る寄附金に関することで重要なもの ○

2 官民協働海外留学支援制度に係る寄附金に関すること。 ○

3
官民協働海外留学支援制度に係る奨学金の給付に関することで重要な
もの

○

4 官民協働海外留学支援制度に係る奨学金の給付に関すること。 ○

留学生事業計画課の所掌事務の決裁区分

番号 事　項

理事長
理事長
代理

理事 部長等 課長等

1
留学生支援事業に係る戦略の企画立案（日本留学推進課の所掌に属す
るものを除く。）に関することで重要なもの

○

2
留学生支援事業に係る戦略の企画立案（日本留学推進課の所掌に属す
るものを除く。）に関すること。

○

3
機構の留学生支援事業に係る業務の実施方法の改善に関する調整及び
調査研究に関することで重要なもの

○

4
機構の留学生支援事業に係る業務の実施方法の改善に関する調整及び
調査研究に関すること。

○

5
機構の留学生支援事業に係る業務の将来推計等に関することで重要な
もの

○

6 機構の留学生支援事業に係る業務の将来推計等に関すること。 ○

7 機構の海外拠点に関することで重要なもの ○

8 機構の海外拠点に関すること。 ○

決裁又は専決

決裁又は専決

決裁又は専決
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9
留学生支援に係る地域との連携及び国際交流等に関する国の機関，独
立行政法人その他の関係機関との連携及び連絡調整（日本留学推進課
の所掌に属するものを除く。）に関することで重要なもの

○

10
留学生支援に係る地域との連携及び国際交流等に関する国の機関，独
立行政法人その他の関係機関との連携及び連絡調整（日本留学推進課
の所掌に属するものを除く。）に関すること。

○

11 国際交流事業等に関することで重要なもの ○

12 国際交流事業等に関すること。 ○

日本留学推進課の所掌事務の決裁区分

番号 事　項

理事長
理事長
代理

理事 部長等 課長等

1
日本へ留学する者の獲得のための方策の企画立案及び推進に関するこ
とで重要なもの

○

2
日本へ留学する者の獲得のための方策の企画立案及び推進に関するこ
と。

○

3
日本へ留学する者の獲得のための方策に関する情報の収集，整理，分
析及び提供に関することで重要なもの

○

4
日本へ留学する者の獲得のための方策に関する情報の収集，整理，分
析及び提供に関すること。

○

5
日本へ留学する者の獲得のための方策に関する国の機関，独立行政法
人その他の関係機関との連携及び連絡調整に関することで重要なもの

○

6
日本へ留学する者の獲得のための方策に関する国の機関，独立行政法
人その他の関係機関との連携及び連絡調整に関すること。

○

国際奨学課の所掌事務の決裁区分

番号 事　項

理事長
理事長
代理

理事 部長等 課長等

1
留学生受入れ促進プログラム及び高度外国人材育成課程履修支援制度
に関することで重要なもの

○

2
留学生受入れ促進プログラム及び高度外国人材育成課程履修支援制度
に関すること。

○

3 国費外国人留学生の選考における審査事務に関することで重要なもの ○

4 国費外国人留学生の選考における審査事務に関すること。 ○

5
国費外国人留学生に対する学資の支給の実施に関することで重要なも
の

○

6 国費外国人留学生に対する学資の支給の実施に関すること。 ○

7
帰国した留学生等に対するフォローアップ事業の実施に関することで
重要なもの

○

8 帰国した留学生等に対するフォローアップ事業の実施に関すること。 ○

9 借り上げ宿舎支援事業等の実施に関することで重要なもの ○

10 借り上げ宿舎支援事業等の実施に関すること。 ○

決裁又は専決
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海外留学支援課の所掌事務の決裁区分

番号 事　項

理事長
理事長
代理

理事 部長等 課長等

1 海外留学支援制度における協定受入に関することで重要なもの ○

2 海外留学支援制度における協定受入に関すること。 ○

3
海外留学支援制度における協定派遣，学部学位取得型及び大学院学位
取得型に関することで重要なもの

○

4
海外留学支援制度における協定派遣，学部学位取得型及び大学院学位
取得型に関すること。

○

国際交流事業課の所掌事務の決裁区分

番号 事　項

理事長
理事長
代理

理事 部長等 課長等

1
東京国際交流館及び兵庫国際交流会館における国際交流の拠点として
の交流事業等の企画及び実施に関することで重要なもの

○

2
東京国際交流館及び兵庫国際交流会館における国際交流の拠点として
の交流事業等の企画及び実施に関すること。

○

3
東京国際交流館及び兵庫国際交流会館の管理運営（業務委託に基づき
実施する監督を除く。）に関することで重要なもの

○

4
東京国際交流館及び兵庫国際交流会館の管理運営（業務委託に基づき
実施する監督を除く。）に関すること。

○

5
留学生等と日本人学生等との交流事業（日本語教育センターの所掌に
属するものを除く。）の実施に関することで重要なもの

○

6
留学生等と日本人学生等との交流事業（日本語教育センターの所掌に
属するものを除く。）の実施に関すること。

○

留学試験課の所掌事務の決裁区分

番号 事　項

理事長
理事長
代理

理事 部長等 課長等

1 日本留学試験に係る将来推計等に関することで重要なもの ○

2 日本留学試験に係る将来推計等に関すること。 ○

3 試験問題の作成その他日本留学試験の実施に関することで重要なもの ○

4 試験問題の作成その他日本留学試験の実施に関すること。 ○

5
日本留学試験に係る大学等関係機関との連絡調整に関することで重要
なもの

○

6 日本留学試験に係る大学等関係機関との連絡調整に関すること。 ○

7 日本留学試験に係る国外における広報に関することで重要なもの ○

8 日本留学試験に係る国外における広報に関すること。 ○

9 日本留学試験に係る証明書等の発行 ○

留学情報課の所掌事務の決裁区分

番号 事　項

理事長
理事長
代理

理事 部長等 課長等

1
日本への留学に係る情報の調査，収集及び提供（日本留学推進課の所
掌に属するものを除く。）並びに相談に関することで重要なもの

○

2
日本への留学に係る情報の調査，収集及び提供（日本留学推進課の所
掌に属するものを除く。）並びに相談に関すること。

○

3
海外への留学に係る情報の調査，収集及び提供並びに相談に関するこ
とで重要なもの

○

4
海外への留学に係る情報の調査，収集及び提供並びに相談に関するこ
と。

○

5
留学説明会(海外拠点における日本留学説明会を含む。)の実施に関す
ることで重要なもの

○

決裁又は専決
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6
留学説明会(海外拠点における日本留学説明会を含む。)の実施に関す
ること。

○

7 海外留学関係機関との連絡調整に関することで重要なもの ○

8 海外留学関係機関との連絡調整に関すること。 ○

9
外国政府等が日本から海外に留学する者に対して支給する奨学金に係
る募集及び選考に関することで重要なもの

○

10
外国政府等が日本から海外に留学する者に対して支給する奨学金に係
る募集及び選考に関すること。

○

11 留学生支援に係る調査及び研究に関することで重要なもの ○

12 留学生支援に係る調査及び研究に関すること。 ○
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学生支援企画課の所掌事務の決裁区分

番号 事　項

理事長
理事長
代理

理事 部長等 課長等

1
学生生活支援事業に係る基本方針，業務実施計画及び業務の将来推計
に関することで重要なもの

○

2
学生生活支援事業に係る基本方針，業務実施計画及び業務の将来推計
に関すること。

○

3
機構における学生生活支援に係る業務の実施方法等に関する調整及び
調査研究に関することで重要なもの

○

4
機構における学生生活支援に係る業務の実施方法等に関する調整及び
調査研究に関すること。

○

5
学生生活支援に係る情報の収集，整理，分析及び提供（障害学生支援
課の所掌に属するものを除く。）に関することで重要なもの

○

6
学生生活支援に係る情報の収集，整理，分析及び提供（障害学生支援
課の所掌に属するものを除く。）に関すること。

○

7 学生生活調査の実施に関することで重要なもの ○

8 学生生活調査の実施に関すること。 ○

9 学生等の旅客運賃割引証に関することで重要なもの ○

10 学生等の旅客運賃割引証に関すること。 ○

11
学生生活支援に係る関係機関との連携及び連絡調整に関することで重
要なもの

○

12 学生生活支援に係る関係機関との連携及び連絡調整に関すること。 ○

13 キャリア教育支援事業の実施に関することで重要なもの ○

14 キャリア教育支援事業の実施に関すること。 ○

15
キャリア教育の支援方策に係る情報の収集，整理及び提供に関するこ
とで重要なもの

○

16
キャリア教育の支援方策に係る情報の収集，整理及び提供に関するこ
と。

○

17 キャリア教育支援に係る調査及び研究に関することで重要なもの ○

18 キャリア教育支援に係る調査及び研究に関すること。 ○

19
キャリア教育支援に係る関係機関との連携及び連絡調整に関すること
で重要なもの

○

20
キャリア教育支援に係る関係機関との連携及び連絡調整に関するこ
と。

○

障害学生支援課の所掌事務の決裁区分

番号 事　項

理事長
理事長
代理

理事 部長等 課長等

1 障害学生支援事業等の実施に関することで重要なもの ○

2 障害学生支援事業等の実施に関すること。 ○

3
障害学生支援方策に係る情報の収集，整理及び提供に関することで重
要なもの

○

4 障害学生支援方策に係る情報の収集，整理及び提供に関すること。 ○

5 障害学生支援に係る調査及び研究に関することで重要なもの ○

6 障害学生支援に係る調査及び研究に関すること。 ○

7
障害学生支援に係る関係機関との連携及び連絡調整に関することで重
要なもの

○

8 障害学生支援に係る関係機関との連携及び連絡調整に関すること。 ○

決裁又は専決
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東京日本語教育センターの所掌事務の決裁区分

番号 事　項

理事長
理事長
代理

理事 部長等 課長等

1 留学生等に対する日本語教育等の実施に関することで重要なもの ○

2 留学生等に対する日本語教育等の実施に関すること。 ○

3
日本語教育等の実施に係る教育方法及び教材の開発等に関することで
重要なもの

○

4 日本語教育等の実施に係る教育方法及び教材の開発等に関すること。 ○

5
留学生等と日本人学生等との交流事業の実施に関することで重要なも
の

○

6 留学生等と日本人学生等との交流事業の実施に関すること。 ○

7 校舎及び併設する学生寮等の管理運営に関することで重要なもの ○

8 校舎及び併設する学生寮等の管理運営に関すること。 ○

9 留学生の受入れの基本方針及び実施計画の策定に関すること。 ○

10 入学の決定に関するもの ○

11 入学式，卒業式等儀式，諸行事に関するもの ○

12 センターの所掌する学則の制定及び改廃に関すること。 ○

大阪日本語教育センターの所掌事務の決裁区分

番号 事　項

理事長
理事長
代理

理事 部長等 課長等

1 留学生等に対する日本語教育等の実施に関することで重要なもの ○

2 留学生等に対する日本語教育等の実施に関すること。 ○

3
日本語教育等の実施に係る教育方法及び教材の開発等に関することで
重要なもの

○

4 日本語教育等の実施に係る教育方法及び教材の開発等に関すること。 ○

5
留学生等と日本人学生等との交流事業の実施に関することで重要なも
の

○

6 留学生等と日本人学生等との交流事業の実施に関すること。 ○

7 校舎及び併設する学生寮等の管理運営に関することで重要なもの ○

8 校舎及び併設する学生寮等の管理運営に関すること。 ○

9 留学生の受入れの基本方針及び実施計画の策定に関すること。 ○

10 入学の決定に関するもの ○

11 入学式，卒業式等儀式，諸行事に関するもの ○

12 センターの所掌する学則の制定及び改廃に関すること。 ○

13
兵庫国際交流会館の業務委託に係る監督その他関連事務に関するこ
と。

○

決裁又は専決
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支部の所掌事務の決裁区分

番号 事　項

理事長
理事長
代理

理事 支部長

1
奨学金に係る法的処理（支払督促申立以降の事務）の実施に関するこ
と。

○

2 奨学金に係る返還請求等に関すること。 ○

3 各担当区域における奨学金に係る償却予定債権の選定に関すること。 ○

4 担当区域の関係機関等との連携調整に関すること。 ○

検査室の所掌事務の決裁区分

番号 事　項

理事長
理事長
代理

理事 部長等 課長等

1
機構の運営及び業務の実施に係る内部監査（業務監査，会計監査，奨
学金に係る債権の自己査定に関する監査等）に関すること。

○

2 会計監査人候補の選定に関すること。 ○

3 会計監査人との連絡調整に関すること。 ○

4 会計検査院との連絡調整に関すること。 ○

5
外部監査に係る連絡調整（資金管理課の所掌に属するものを除く。）
に関すること。

○

6 コンプライアンスの推進に係る業務の処理に関することで重要なもの ○

7 コンプライアンスの推進に係る業務の処理に関すること。 ○

8 契約監視委員会に関することで重要なもの ○

9 契約監視委員会に関すること。 ○
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